
令和２年度税制改正（租税特別措置）要望事項（新設・拡充・延長） 

（国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課） 

制 度 名 工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税の特例措置の延長 

税 目 印紙税 

要

望

の

内

容 

 
【制度の概要】 
平成 30 年４月１日から令和２年３月 31 日までに作成される工事請負契約書

及び不動産譲渡契約書については、下表のとおり印紙税軽減の特例措置が適用
される。 
 

契約金額 

本則 
現行の特例措置 

（軽減率） 不動産の譲渡 

に関する契約書 

建設工事の請負 

に関する契約書 

10 万円超  50万円以下 100万円超 200万円以下 400円 200円（50％減） 

50 万円超 100 万円以下 200万円超 300万円以下 1,000 円 500円（50％減） 

100万円超 500万円以下 300万円超 500万円以下 2,000 円 1,000 円（50％減） 

500万円超  1,000 万円以下   1 万円 5,000 円（50％減） 

1,000 万円超  5,000 万円以下   2 万円 1 万円（50％減） 

5,000 万円超   1億円以下   6 万円 3 万円（50％減） 

1 億円超   5億円以下   10 万円 6 万円（40％減） 

5 億円超   10億円以下   20 万円 16 万円（20％減） 

10 億円超   50億円以下   40 万円 32 万円（20％減） 

50 億円超    60 万円 48 万円（20％減） 

 
【要望の内容】 
本特例措置の適用期間(現行：令和２年３月 31 日まで)を令和４年３月 31 日

まで２年間延長する 

 

【関係条文】 

印紙税法別表第１ 租税特別措置法第 91条 
 

 

 平年度の減収見込額 －   百万円 

(制度自体の減収額) (▲33,000 百万円) 

(改 正 増 減 収 額) (  －  百万円) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

高額な負担となっている建設工事請負及び不動産譲渡に係る印紙税について

の消費者負担を軽減し、建設工事や不動産流通のコストを抑制することによ

り、建設投資の促進、不動産取引の活性化を図る。 

 

(2) 施策の必要性 

① 建設投資の促進、不動産取引の活性化 

・建設投資市場の現状 

 建設投資市場は、これまで長期にわたり縮小してきており、近年はやや持

ち直しが見られるものの、平成 30年度には、建設投資額がピーク時（平成４

年度：84 兆円）から 32％減の 57兆円となっている。 

また、平成 29年度における建設業の売上高経常利益率は近年上昇傾向であ

ったが、前年の 5.0％から 0.3％減少に転じており、また製造業の 7.0％と比

べて 2.3 ポイント低く、全産業の 5.4％と比べて 0.7ポイント低い状況にあ

る。さらに、平成 30年度の倒産件数の割合は、全産業の 17.1％を占めてい

る。このように、建設産業は、他の産業と比べて経営環境が厳しい状況にあ

るといえる。 

 

 建設産業は、各地域における経済活動や雇用の１割弱を占める基幹産業で

あるとともに、除雪、災害対応等の地域の維持も担っていることから、各地

域の活性化や雇用の維持、さらには地域の安全・安心の確保という観点か

ら、建設投資の促進等による建設産業の再生が重要な政策課題となってい

る。 

・不動産市場の現状 

 不動産取引は高額な取引であることから、経済情勢や消費税増税等の影響

を受けやすく、住宅着工戸数やマンション供給戸数は一時の落ち込みから回

復しつつあるものの低水準で推移している。 

 不動産業の国内総生産は約 61.8 兆円で全体の約 11.3％を占めており、ま

た、国民資産に占める不動産額が約 2,606 兆円、不動産の割合が約 23.9%で

あること等からすれば、不動産市場は我が国の経済活動において大きな役割

を果たしている。このため、我が国が更なる経済成長を目指すためには、不

動産取引を促進し、不動産市場の活性化を図ることが重要である。 

「経済財政運営と改革の基本方針 2019」（令和元年６月21日閣議決定）に

おいても、「2020 年頃の名目ＧＤＰ600 兆円経済の達成」、「デフレ脱却・

経済再生最優先」を目指すとされ、重要課題への取組の１つには「既存住宅

市場の活性化」が挙げられている。 
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以上のような状況を踏まえ、建設投資の促進や不動産取引の活性化を推し進
め、デフレからの完全な脱却と経済成長の実現を確実なものとし、あわせて
建設産業の再生を図る必要がある。 

 

② 建設投資の促進、不動産取引の活性化を図るための建設工事や不動産流通の
コストの抑制 

建設工事請負や不動産取引では、 

・重層的な下請契約関係の中で行われる建設工事において多段階にわたって 
 課される印紙税 
・不動産譲渡契約書に課される印紙税 

といった印紙税負担が、課税企業からエンドユーザーである消費者（例：戸  
建住宅や分譲マンションを購入する個人、工場建設の施主となる中小企業な
ど）に転嫁されている。 
 さらに、建設工事請負や不動産取引では、その対象物の性質上、一件当た
りの取引額が高額となることから、結果として税負担も高額となる。 
 こうしたことから、消費者にとって高額な負担となっている建設工事請負
及び不動産譲渡に係る印紙税の負担軽減、すなわち建設工事や不動産流通の
コストの抑制を図ることにより、建設投資の促進、不動産取引の活性化につ
なげていくことが必要である。 

 また、昨今の建設投資額の伸びは 2020年東京オリンピック・パラリンピッ
クによる建設需要が大きく寄与しているが、終了後においては同様の建設需
要の伸びが期待されにくく、景気の腰折れを防ぐためにも、本特例措置は必
要である。 

 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 
政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

 
① 工事請負契約書に係る印紙税 
政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益  

の保護 
施策目標32 建設市場の整備を推進する 

 
② 不動産譲渡契約書に係る印紙税 
政策目標９ 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益 

の保護 
施策目標31 不動産市場の整備や適正な土地利用のための条件 

整備を推進する 
 

政 策 の 

達成目標 

 

 
建設工事・不動産譲渡に係る消費者負担の軽減により、建設

投資の促進、不動産取引の活性化を図る。 
 

① 工事請負契約書に係る印紙税 
民間建設投資の回復 
令和７年度 39.7兆円 
 

② 不動産譲渡契約書に係る印紙税 
不動産流通市場の環境整備の推進による不動産市場の拡大、
活性化の状況を示す指定流通機構（レインズ）における売却 
物件の成約報告件数 

  令和３年度 213千件 
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租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
２年間（令和２年４月１日～令和４年３月 31日） 
 
 

 

同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 

 

① 工事請負契約書に係る印紙税 

民間建設投資の回復 
令和３年度 34.8兆円 

② 不動産譲渡契約書に係る印紙税 

指定流通機構（レインズ）における売却物件の成約報告件数 
  令和３年度 213千件 
 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
取引頻度の高い工事請負契約や不動産譲渡契約において本特

例措置による負担軽減がなされたことにより、建設投資・不動
産取引の円滑化及び不動産流通コストの抑制が一定程度図られ
た。引き続き本特例措置の継続が必要である。 
工事請負契約  民間建設投資の回復 
         平成 30年度 34.1兆円（見通し） 
不動産譲渡契約 指定流通機構（レインズ）における売却物件

の成約報告件数 
平成 30年度 185千件 

 

有 
効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み  

 
令和２年度～令和３年度の各年度適用見込み件数 
 
工事請負契約書数   約 1,782,291 件 
不動産譲渡契約数  約   475,592 件 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
工事請負契約数は約 178 万件、不動産譲渡契約数も約 48 万件

（平成 30 年度国土交通省調べ）となっており、これら膨大な契

約数について、印紙税の特例措置が適用されている。 
本特例措置は、建設業者、宅地建物取引業者のみならず、最

終的には、消費者等に係る不動産流通コスト等の負担軽減に寄
与しており、活発な建設投資・不動産取引が行われうる環境の
整備に効果があるといえる。 
 

相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
 
－ 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
 
－ 

 

上記の予算 

上の措置等 

と要望項目

と の 関 係 

 
 
－ 
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要望の措置 

の 妥 当 性 

 

工事請負契約書及び不動産譲渡契約書に係る印紙税が高額で
あることを踏まえれば、活発な建設投資・不動産取引が行われ
得る環境の整備を図るためには、取引等に係るコストを低減す
るための特例措置の延長が的確かつ必要なものである。 

また、昨今の建設投資額の伸びは 2020 年東京オリンピック・
パラリンピックによる建設需要が大きく寄与しているが、終了
後においては同様の建設需要の伸びが期待されにくく、景気の
腰折れを防ぐためにも、本特例措置は必要である。 
 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
平成 30年度  32,000百万円 
平成 29年度  32,000百万円 
平成 28年度  32,000百万円 

 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

 
 
－ 

 

 

租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

 
印紙税の特例措置は、不動産流通コスト等の負担軽減に寄与

することにより不動産取引を活発化させ、建設・不動産投資を

押し上げる効果が存するといえる。 

政策目標である民間建設投資の回復については、平成 30 年度

は 34.1 兆円と目標は達成されておらず、引き続き本特例措置が

必要である。また、指定流通機構（レインズ）におけるデータ

を鑑みるに、不動産取引の活性化に一定の効果を示している。 
 

前回要望時 

の達成目標 

 
建設工事における書面契約の促進を図るとともに、不動産譲

渡に係る消費者負担の軽減により、建設投資・不動産取引の活

性化を図る。 

① 工事請負契約書に係る印紙税 
民間建設投資の回復 
令和７年度 39.7兆円 

 
② 不動産譲渡契約書に係る印紙税 

指定流通機構（レインズ）における売却物件の成約報告
件数 
令和３年度 213千件 

 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
工事請負契約書に係る目標について、印紙税の特例措置によ

る不動産流通コスト等の負担が軽減されたことにより、平成 30
年度の民間建設投資は 34.1 兆円と回復基調にあるものの、令和
７年度 39.7兆円の目標には未だ達していない。 
不動産譲渡契約書に係る目標についても、指定流通機構（レ

インズ）における平成 30 年度の売却物件の成約報告件数は 185
千件と毎年増加しているが、既存住宅流通の取引件数は緩やか
な増加傾向にとどまっており、令和３年度 213 千件の目標には
未だ達していない。 
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これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成 ９年度税制改正 創設 

平成 11年度税制改正 ２年間延長 

平成 13年度税制改正 ２年間延長 

平成 15年度税制改正 ２年間延長 

平成 17年度税制改正 ２年間延長 

平成 19年度税制改正 ２年間延長 

平成 21年度税制改正 ２年間延長 

平成 23年度税制改正 ２年間延長 

平成 25年度税制改正 ５年間延長と平成 26年度から適用する 

特例措置の拡充 

平成 30年度税制改正 ２年間延長 
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